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概要 

品質規程の整備では，規程文書をプロセス単位で

参照・監査できる形に再編する必要がある一方，業

務文書は簡潔，規程文書は条件や例外を含む詳細記

述になりやすく，粒度差のため単純な文字列突合が

難しい．本研究は，文が表す状況を述語項構造に基

づく JSON 形式の「構造ラベル」として表現し，述

語概念と格付き項概念を付与して照合する枠組みを

示す．複合名詞は内包事象を入れ子で保持し，焦点

で解釈のぶれを抑える．特許請求項と明細を模擬デ

ータとして，一般化の有無による照合の挙動を評価

した． 

1 はじめに 

品質規程の整備活動では，規程文書を理解・管理

しやすい形に再編するため，記述をプロセス単位で

束ね，プロセスごとに参照・監査・改定できる状態

を目指すことが多い．ここでいうプロセスは業務の

一部分を成す作業の系列として業務文書に記述され，

実務上は短い一文，あるいは「対象 α の処理 β」の

ような名詞句で表される．一方，規程文書は各プロ

セスに対して満たすべき規程を，付随作業や確認事

項を含めて文章で詳細に記述するが，規則集合とし

て厳密に整形されているとは限らず，「（作業 A）

をする場合には，（付随作業 B）をし，（確認事項

C）を確認する」といった不定形の文を含むことが多

い．このため適用条件の内部に埋め込まれたプロセ

ス記述を，業務文書に現れるプロセス記述と対応付

ける必要が生じる． 

品質管理の観点では，業務文書における各プロセ

スが満たすべき規程を網羅的に把握できることが重

要である．しかし，業務文書は簡潔であるのに対し，

規程文書は条件・例外・確認手順などを含む詳細記

述になりやすく，粒度差を無視して文字列類似度で

突合することは難しい．規程の適用条件に含まれる

プロセス記述は，業務側と同一，または業務側を一

般化した表現であることが期待されるため，粒度差

を考慮しつつ一般化を介して対応関係を推定する仕

組みが必要となる． 

方法論として文間類似度，文間含意関係，文書分

類などが考えられるが，粒度差が大きい場合には類

似度や含意判定の頑健性が課題になりうる．また分

類に基づく方法は固定カテゴリと学習事例を要し，

業務文書の増加や規程改定を前提とすると，カテゴ

リの事前設計と維持が現実的でない場合がある．そ

こで本研究では，プロセス記述を述語—項構造に基

づく構造化情報として表現し，さらにシソーラスに

基づく語の分類情報を付与して一般化する戦略をと

る．業務文書の短いプロセス記述から得られる小規

模な構造化情報を出発点に，抽象化・一般化を行っ

て規程文書側のプロセス記述と整合する表現に近づ

けることを狙う．加えて本研究で扱う「ラベル」は

文字列のみではなく，「人間向け説明用の文字列」

と「対応する構造化情報」を組として管理すること

を前提にする．構造化情報だけでは人間が理解・改

定・再利用しづらく，文字列だけでは意味的な突合

に耐えないためである．本稿ではまず，この組のう

ち構造化情報側を中心に，生成・付与の手順と評価

を報告する． 

2 関連研究と本校の貢献 

述語項構造や格フレームに基づく意味解析は日本

語処理の基盤技術であり，ゼロ代名詞や格の推定な

ど，文内部の役割関係を用いた解析が長く研究され

てきた［1］．また，述語や用言に対する意味属性

付与は，語彙体系に基づく一般化の一形態として位

置づけられ，運用で扱える上位カテゴリへ写像する

設計が議論されている［2］．語の抽象化・上位概

念化に関しては，日本語語彙大系のようなシソーラ
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ス資源が整理されており，表層差を吸収して同一状

況として扱う基盤を提供する［3］［4］．さらに，

意味役割付与やその汎化は，述語項構造を用いた一

般化の実装側の論点に関係し，意味役割の汎化に関

する議論や深層学習モデルによる付与も報告されて

いる［6］［7］．特許文書は定型表現と独特の言い

回しを含むドメイン文書であり，ドメイン適応や構

文解析の観点からも扱われてきた［5］． 

以上を踏まえ，本稿では，固定カテゴリに一度で

分類するのではなく，文が表す状況を述語—項構造

として抽出し，構造を一般化して粒度差のある別文

書表現と照合できるかを検証する．ラベルは「人間

向け文字列」と「述語—項構造に基づく JSON」の

組として管理するが，本稿では主に後者を扱い，複

合名詞内の事象も入れ子で保持して，名詞句に内包

された事象と文の主要事象の混同を抑える．さら

に，一般化したラベルと，共通部分抽出で得た構造

を比較し，どの程度「同じ状況」とみなせるかを評

価に組み込む点を特徴とする． 

3 課題設定 

本研究の最終目標は，規程文書の文章をプロセス

単位で束ね，プロセス体系の細粒度化とラベル付与

を一体として支援することである．業務文書側には

プロセス系列が存在し，規程文書側には各プロセス

に適用される規則・確認事項が文章として存在する．

対応づけとは，業務文書のプロセス記述が，規程文

書の適用条件に含まれるプロセス記述と同一または

一般化関係にあることを判定し，規程を該当プロセ

スへ紐づける操作とみなせる． 

実データの代替として，本稿では特許文書の請求

項を「簡潔なプロセス記述」，明細を「条件・根拠・

詳細の説明」と見立てる．請求項側のプロセス記述

から得られる表現を，明細側のより説明的な表現と

対応づけることを，粒度差を伴う対応づけの模擬課

題として扱う．この設定では，請求項側は短い構造

になりやすく，明細側は同一状況をより多くの修飾・

条件・付随行為とともに表すため，請求項構造が明

細構造の部分構造として現れるか，または一般化に

より整合し得るかが中心課題となる． 

4 提案手法 

4.1 構造ラベルの基本単位 

本研究では，ラベルを人間向けの文字列ではなく，

述語項構造に基づく構造化意味表現（JSON）として

定義する．以降，この JSON 表現を構造ラベルと呼

ぶ．構造ラベルは，文中の事象を「述語」と「項」

の集合として表す．述語には表層（原文の動詞・用

言）と，運用で扱うための述語概念を付与する．項

には表層（名詞句），表層格（が・を・に等），深

層格（主体・対象・場所等），および項概念を付与

する．本文では各フィールドの意味と，照合で利用

する要素を説明する．構造ラベルの具体例となる

JSON 本体は，付録の図 A1 としてまとめて掲載す

る．大規模言語モデル(LLM)にいくつかの事例(表層 

の文字列と JSONによる構造化意味表現の組)を与え 

ると，このような構造を生成できる． 

4.2 自動化の位置づけ 

本研究の枠組みは，規程整備における対応付け作

業を，機械可読な表現にもとづいて反復可能にする

ことを意図している．そのため，構造ラベルの作成

は，人手での厳密なアノテーションを前提とせず，

大規模言語モデル（LLM）を用いて半自動的に生成

する設計を採る．ここでいう半自動とは，述語・項・

格・概念付与までを LLM が一括で候補生成し，その

出力を人手で確認して必要箇所のみ修正・再生成し

ながら確定する分担を指す．そのため，人手でゼロ

から構造を付与するのではなく，深層格の取り違え

や複合名詞の入れ子範囲，焦点，概念付与の過不足

といった解釈のぶれやすい点を中心に点検して確定

する運用を想定する．具体的には，表層の文字列と

JSON による構造化意味表現の組を少数例として与

え，述語の抽出，項の抽出，表層格・深層格の付与，

ならびに述語概念・項概念の付与を一貫して出力さ

せる．さらに，複合名詞に対しては，名詞句内部に

内包される事象を仮定した入れ子表現を生成させ，

後段の照合で利用可能な構造として保持する．本稿

では，このように生成された構造ラベルを入力とし

て照合を行い，一般化の導入により粒度差のある記

述間で対応付けが可能になるかを評価する． 

4.3 述語項構造の構築と再帰的名詞句解析 

入力が文である場合は，文の主要な述語を抽出し，

述語が取る項（対象や場所など）を抽出して構造ラ

ベルを生成する．図 A1 では，文全体の事象として

「敷き詰める」を述語に持つ事象 1 を立て，その述

語概念を Connective Action として付与している．事

象 1 の項には，「断熱性被覆フロート」を表層格「を」，
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深層格「対象」として与えた項 1 と，「防液堤の底

部」を表層格「に」，深層格「場所」として与えた

項 4 を含める． 

また，本研究では複合名詞を単なる名詞として扱

わず，名詞句内部に内包される事象を仮定して分解

し，入れ子の事象として保持する．図 A1 では，「断

熱性被覆フロート」を，事象 2（述語「被覆」）が取

る項の組として表現し，その内部で「フロート」を

概念「物品」として位置づけ，さらに「断熱性」を

属性として付与している．同様に，「防液堤の底部」

も，事象 3（述語「底部」）として分解し，「防液堤」

を全体として持つことで，場所表現がどの対象の部

分であるかを明示する．このように，名詞句に含ま

れる事象（被覆，底部）と，文の述部として現れる

事象（敷き詰める）を混同せず，入れ子構造として

区別したまま表現できる． 

提示する JSON 形式では，各事象・項に ID を付与

し，さらに名詞句として何を中心に解釈するかを「焦

点」フィールドで明示する．図 A1 では，「断熱性被

覆フロート」に対しては焦点を項 2（フロート）に

置き，「防液堤の底部」に対しては焦点を項 4（底

部）に置いている．焦点は照合時に「その名詞句が

何を指しているとみなすか」を固定する役割を持ち，

複合名詞や部分表現における解釈のぶれを抑えるた

めに導入する．さらに，全体としての焦点を事象 1

に置くことで，本構造ラベルが文全体の事象（敷き

詰める）を代表することを明確化している． 

4.4 述語のプロセス概念化 

 述語は，企業内運用で扱いやすい少数のプロセス 

概念へ写像する．本稿では「蓄積・保持」「移送・ 

移動」「変換・変調」などのカテゴリを用い，述語 

表層をこれらの概念に対応づける設計を採る［2］． 

ここで重要なのは，文の述部としてのプロセスと， 

複合名詞内部に内包されるプロセスを区別したまま， 

同一の概念体系へ写像できる点である． 

4.5 項のシソーラス一般化 

項（名詞句）は表層表現に依存しすぎない一般化

を行うため，シソーラス資源を参照して上位概念を

付与する［3］［4］．これにより，表層が異なる名

詞句同士でも，より上位の概念階層で「同一状況の

変種」として扱える可能性が高まる． 

4.6 共通部分抽出とラベルの一般化 

本研究では，二つの方向を区別して扱う．一つは， 

請求項ならびに明細からそれぞれから得られた生の

二文（あるいは二つの構造）を照合し， 共通部分だ

けを残した構造を抽出する方向である． これは「似

た状況をまとめてラベル候補を得る」側 の操作に近

い．もう一つは，あらかじめ定めた規則 に基づいて

請求項から得られたラベルを一般化し，明細から得

られた文の構造に当てはめて照合できるかを検証す

る方向である．本稿の評価では，この二つが同じ挙

動を示すか，または違いが あるかを検討対象とし，

ラベル側の一般化レベルと 共通部分抽出結果のず

れが，ラベルとしての妥当性 判断にどう影響するか

を議論する． 

5 評価実験 

本評価実験の目的は，請求項と明細の間に存在す

る記述粒度の差を前提としたとき，構造ラベルの一

般化が照合の成立にどの程度寄与するかを確認する

ことである．具体的には，人手で同一状況を表して

いると判断した対応関係を基準とし，構造ラベル照

合がそれらをどの程度再現できるかを，再現率によ

って評価する．このとき再現率は，人手で正しいと

された対応のうち，照合により一致と判定できた割

合として定義し，集計はマイクロ平均で行う．ま

た，本稿では一般化の適用範囲の違いが照合結果に

与える影響を調べるため，請求項側と明細側の双方

を元構造のまま照合する手法，双方を一般化した構

造同士で照合する手法，請求項側のみ一般化して明

細側は元構造のまま照合する手法の三手法を同一の

人手正解集合に対して適用する． 

5.1 人手正解と一致判定単位 

 人手正解は，請求項側の構造と明細側の構造が同

じ状況を表していると判断された対応に基づいて与

える．判定単位は一律に固定しないが，述語概念

と，項概念，および表層格・深層格の整合が中心と

なる．付録図 A2 のように，述語概念が Connective 

Action であり，項概念が「物品」「建造物」で，そ

れぞれが格情報と整合している場合には，この三点

が正解判定に必要な情報となる．このように，一致

判定に含める要素の選択が結果に影響するため，評

価では照合条件ごとに同一の判定規則を適用し，マ

イクロ平均で集計する 
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5.2 三手法とその再現率評価 

再現率の評価では，人間が正しいと思っている対

応の数を分母とし，システムが一致と判定できた数

を分子として計算する．本稿では次の三条件を設定

する．第一に，両側とも元の構造のまま照合する．

第二に，両側とも一般化した構造同士を照合する．

第三に，請求項側のみ一般化し，明細側は元構造の

ままで照合する．いずれもマイクロ平均で算出す

る. 

6 結果 

 人手正解の総数を 31 とし，5.2 の三つの手法に対 

して再現率を算出した．表 1 に一致数と再現率を示 

す．手法①（元の構造同士）では 26 件が一致し， 

再現率は 0.84 であった．手法②（一般化した構 造

同士）では 28 件が一致し，再現率は 0.90 であっ 

た．手法③（請求項のみ一般化，明細は元構造） 

でも 29 件が一致し，再現率は 0.94 であった．手法

①について一致した構造と不一致した構造をそれぞ

れ図 B1 と図 B2 に示す． 

表 1 再現率の集計（マイクロ平均） 

手法 一致数 

（TP） 

全体 

（TP+FN） 

再現率 

（Recall） 

①  26 31 0.84 

②  28 31 0.90 

③  29 31 0.94 

7 議論 

表 1 より，元構造同士の照合（手法①）は，一

般化を導入した照合（手法②・③）に比べて再現

率が低かった．本稿の一致判定は，文全体に対応す

る主要事象について，述語と項の整合が取れている

ことを重視する．そのため，一致したケースでは，

共通構造が文全体の主要な事象の述語と項がすべて

保持されている一方，不一致のケースでは，一方の

構造に関して必須の述語と項が欠けていると言える

場合と，共通構造が名詞句内部の入れ子事象に縮退

した場合があった． 

手法①では，両文の構造が詳細な入れ子まで含

んだまま比較されるため，片方の文では名詞句内部

の事象が強く現れ，もう片方では主要事象側に情報

が寄るといった構造の偏りがあると，共通部分抽出

が主要事象まで到達できず，入れ子側の部分構造だ

けが残る（＝縮退する）ことが起こり得る．これに

対して構造の一般化では，照合に寄与しにくい名詞

句内部に対応する事象を除外し，文全体の主要な事

象の述語と項の組を中心とした構造へ正規化する．  

その結果，入れ子の有無や内部の分解の深さに起因

する差分が一致条件に入りにくくなり，粒度差をま

たいでも事象レベルでの整合が成立しやすくなるた

め，手法②・③で再現率が改善したと考えられ

る．また，手法②と手法③が同程度であった点は

重要である．請求項側をラベルとして一般化してお

けば，明細側を元の構造のまま保持しても照合が成

立し得ることを示しており，運用上，説明的な側ま

で一律に一般化しない設計でも網羅性を確保できる

可能性がある．ただし，再現率の上昇がそのまま誤

一致の増加を意味しないかどうかは，適合率側の検

証が必要である．一般化は一致条件を緩めるため，

過度に行うと誤一致が増える恐れがある．そこで，

ラベル側の一般化レベルと共通部分抽出で得られた

構造の差を比較し，ラベルが状況を十分表せている

か／逆に二文に特化しすぎていないかを見極める必

要がある．また一致判定でどの項まで必須とするか

は運用目的（網羅性重視か精度重視か）によって変

わる．今回の結果は，採用した判定規則の範囲では

一般化が再現率を改善することを示しており，今後

は適合率も含めて人手判断に近い一般化水準を検討

する． 

8 おわりに 

本稿では，企業の品質規程整備における「規程文

書と業務文書の粒度差を伴うプロセス対応づけ」と

いう課題を，特許文書の請求項と明細の関係に擬し

て定式化し，述語項構造化とシソーラス一般化に基

づく構造ラベル生成・照合の枠組みを示した．構造

ラベルは，述語概念と格付きの項概念のセットとし

て表現し，複合名詞内部の事象を入れ子として保持

することで，名詞句に内包された事象と文の述部と

しての事象の混同を抑える設計を採った．評価で

は，再現率を三条件で測定し，元構造同士の照合に

比べて一般化を導入した照合で再現率が向上するこ

と，また請求項側のみ一般化しても両側一般化と同

程度の再現率が得られることを確認した．今後は，

LLM による共通部分抽出を含む適合率評価を追加

し，ラベル一般化と共通構造抽出のずれが，ラベル

としての妥当性判断に与える影響を定量・定性の両

面から検証する． 
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